
『金利の動きを読む』改訂
『変貌する世界の穀物市場』発刊

農林中金総合研究所は，農林漁業・環境

問題などの中長期的な研究，農林漁業・

協同組合の実践的研究，そして国内有数

の機関投資家である農林中央金庫や系

統組織および取引先への経済金融情報

の提供など，幅広い調査研究活動を通じ

情報センターとしてグループの事業を

サポートしています。

農村地域の活性化と新しい協同の“かたち”

農村地域の活性化のために何が求められているかについて考えてみたい。

まず，あらためて1960年，80年，05年にわたる農家数の推移をみてみると，専業農家は

208万戸→62万戸→44万戸，第１種兼業は204万戸→100万戸→31万戸，第２種兼業は191

万戸→304万戸→120万戸と変遷している。また，05年の土地持ち非農家は110万戸である。

この間に第１種兼業から第２種兼業へ，さらに土地持ち非農家へとシフトしてきたことが

よく分かる。なお，専業農家のうち約半数は高齢専業農家と見込まれる。また，農業生産

法人は約9,500法人あり，うち半数は「一戸一法人」で専業農家と重複している。この延

長線上に農村の将来像を思い描けば，“多数の第２種兼業農家，土地持ち非農家のなかに

少数の専業農家と農業生産法人が存在する”姿が浮かんでくる。

今後，高齢の農業者がリタイアするに伴い，農業経営の委譲や農作業の委託が大量に出

てくることは間違いない。しかし，大規模経営農業者のなかには受託拡大の限界を語る者

も少なくない。耕地の分散，農作業の集中という問題に加えて，受託する地域の範囲が信

頼関係のもてる集落内に自ずと限定されるケースも多く，そのため，このままでは委託と

受託の需給が折り合わない地域が増える懸念がある。

また，大規模経営農業者の話によれば，「地域のなかに兼業農家，休日農家，小規模農

家などが存在しないと地域の農業はもたない」という。地域の自然のなかで生産の基盤を

維持しなければならない農業においては，畦畔，農道，水路などの維持管理のためにも，

地域の農業者同士の連携・共同が不可欠であり，そのためには多様な農業者が存在し，相

互に役割を分担し合う新しい協同の“かたち”を創り出すことが大切である。集落営農や

中山間地域直接支払制度が農村地域に受け入れられてきたのは，これらの取組みが地域の

ニーズに合致していたからである。

農村地域の活性化について考えるにあたって大切なことは，今の農村では混住化と兼業

化が深化しているという事実の認識である。農家の家計をみても，水田作農家の総所得に

占める農業所得の割合は８％，農外所得が50％，年金等が42％である。農業所得を多少上

乗せしただけでは跡継ぎを増やすこともできないし，農村を活性化することもできない。

今の農村に一番必要なことは雇用の創出である。また，過疎化・高齢化の著しく進んだ地

域では生活・福祉支援である。

雇用の創出や生活・福祉支援に関連して民主党政権下の来年度概算要求では，①農林水

産業・農山漁村の「資源」を活用した地域ビジネスの展開，新産業創出を支援するために

「６次産業創出総合対策」138億円，②集落機能を維持・再生する活動(介護，配食サービス，

グリーンツーリズムなど)を行うNPO法人，会社等を支援するために「農山漁村コミュニテ

ィ維持・再生事業」26億円，③中山間地域における農業生産条件の不利を補正，農業者を

支援するために「中山間地域等直接支払交付金」266億円を計上している。

戸別農家の所得を直接支えることも必要なことであるが，農村を真に活性化するために

は地域ぐるみで地域農業や雇用創出や生活・福祉支援に取り組むことが不可欠であり，こ

こにも政策の力点をもっと置いても良い。そのような取組みのなかから地域コミュニティ

の新しい“かたち”が生まれてくることを切望せずにはいられない。

（（株）農林中金総合研究所 常務取締役　鈴木利徳・すずきとしのり）

今 月 の 窓

99年4月以降の『農林金融』『金融市場』

などの調査研究論文や，『農林漁業金融統計』

の最新の統計データがこのホームページから

ご覧になれます。

また，メールマガジンにご登録いただいた

方には，最新のレポート掲載の都度，その内

容を電子メールでお知らせするサービスを行

っておりますので，是非ご活用ください。

農中総研のホームページ http://www.nochuri.co.jp のご案内

＊2009年11月のHPから一部を掲載しております。「最新情報のご案内」や「ご意見コーナー」もご利用ください。

【農林漁業・環境問題】

・稲作に対する戸別所得補償政策の課題

・地銀が取り組む食農連携

――北海道銀行の事例――

・科学的基準を採用した水産物のブランド化事例

・カーボン・フットプリントで地域づくり

・ＪＡ出資型農業生産法人の取組み

――みらいアグリサービス株式会社

（福島県ＪＡ伊達みらい）――

・環境投資を巡る動向と農業分野における事例

【協同組合】

・統計にみる専門農協の現状

・地域社会農業における農協の役割と機能

――ビジネスモデルからの農協批判への対応――

・品目別にみた農業生産の推移と農協・地域への影響

・共同乾燥施設の自主運営方式にみる農協と組合員の

関係

【国内経済金融】

・市場規律としての預金者行動について

――預金者行動と金融機関経営の関係――

・多面的展開で顧客基盤の深堀りを進める十六銀行

・欧州の金融監督制度と中央銀行制度

――フォルティスのケースを中心に――

・年度下期に懸念される景気足踏みリスク

――財政・金融政策とも出口戦略までには時間が必要――

【海外経済金融】

・原油市況の先行き

――需要反転の中，取引規制にも注目――

・今回の金融危機と米国クレジットユニオン

・米景気回復は極く緩やか，利上げはかなり先

本誌に掲載の論文，資料，データ等の無断転載を禁止いたします。
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